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（趣旨） 

第１条 この要綱は、寒川町自治基本条例（平成１８年寒川町条例第３２号。以下「条

例」という。）に掲げる自治の基本理念に基づき、地域課題等の解決に向けて、町民

（条例第３条第１号に規定する町民をいう。以下同じ。）と町が協力し、役割分担して

行う事業（以下「協働事業」という。）を実施する新たな町民や団体の発掘及び育成を

目的とし、その提案制度について必要な事項を定めるものとする。 

（支援の種類等） 

第２条 協働事業の支援は、団体から提案された協働事業に対し、寒川町みんなの協働事

業提案制度補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより行うこととし、そ

の種類は、次の各号のとおりとする。 

(1) 協働事業スタート（入門）支援 協働の取組を軌道に乗せるための支援 

(2) 協働事業ステップアップ（発展）支援 協働の取組を持続的に発展させるための

支援 

２ 一の団体に対する協働事業の支援の回数は、一の年度につき１回を上限とする。 

（提案者の要件） 

第３条 協働事業を提案することができる団体は、町内に活動拠点をおき、かつ、次の各

号のいずれにも該当するものとする。 

(1) ５人以上の構成員を有し、かつ、当該構成員の半数以上が町民である団体である

こと。 

(2) 寒川町町民ボランティア団体等登録制度による登録をしている団体であること。

ただし、協働事業スタート（入門）支援を提案する場合を除く。 



(3) 運営に関する会則等があり、適正な会計処理が行われている団体であること。 

(4) 寒川町暴力団排除条例（平成２３年寒川町条例第１１号）第２条第１号、第２号、

第３号及び第５号に該当するもの又はそれらのものと密接な関係を有する団体でない

こと。 

(5) この要綱に基づき協働事業を実施したことがある団体、又は団体の構成員のうち

に実施済団体の構成員若しくは構成員であった者を有する団体でないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、協働事業スタート（入門）支援により協働事業を実施した

団体であって、前項第１号から第４号までに該当するものは、当該事業を実施した後２

年度以内に限り、当該事業に係る協働事業ステップアップ（発展）支援についての協働

事業を提案することができる。 

（対象となる事業） 

第４条 協働事業は、次の各号のいずれにも該当する事業でなければならない。 

(1) 町内で実施される公益的なもので、地域の身近な課題について、町民と町が協働

して実施することにより、その解決を目指す事業であること。 

(2) 具体的な効果、成果等が期待できる事業であること。 

(3) 町民と町の役割分担が明確かつ妥当であり、町民と町が協働して実施することに

より相乗効果が期待できる事業であること。 

(4) 予算の見積りや実施計画等が適正な事業であること。 

(5) 他の補助金等の対象でない事業であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、事業が次の各号のいずれかに該当するときは、提案するこ

とができない。 

(1) 公序良俗に反するもの 

(2) 営利を目的とするもの 

(3) 宗教活動及び政治活動を助長するおそれのあるもの 

(4) その他協働事業とすることが適切でないと認められるもの 

（協働事業の提案） 

第５条 協働事業の提案をしようとする団体は、寒川町みんなの協働事業企画提案書（第

１号様式。以下「企画提案書」という。）に、次に掲げる書類を添付して、あらかじめ

指定された期日までに町長に提出しなければならない。 

(1) 協働事業実施スケジュール（第２号様式） 



(2) 協働事業収支予算書（第３号様式） 

(3) 団体の会則等、会員名簿及び会計書類 

（事業協力課の決定） 

第６条 町長は、前条の規定により企画提案書が提出された場合は、提案された協働事業

の内容に関連する課等を事業協力課として定め、企画提案書を提出した団体（以下「提

案者」という。）へ文書により通知するものとする。 

（企画提案書の変更及び再提出） 

第７条 事業協力課は、企画提案書の内容について、提案された協働事業の審査前に提案

者と協議及び調整を行い、必要に応じて企画提案書を変更するものとする。 

２ 提案者は、前項の協議及び調整の結果、第５条に規定する書類に変更が生じた場合は、

町長に速やかに再提出するものとする。 

（寒川町協働事業選考委員会） 

第８条 町長は、提案された協働事業の審査を行うため、寒川町協働事業選考委員会（以

下「選考委員会」という。）を設置するものとする。 

２ 選考委員会の組織及び運営に関し必要な事項は、町長が別に定める。 

（協働事業の採択及び不採択） 

第９条 町長は、選考委員会の審査結果に基づき協働事業実施の採択又は不採択を決定し、

その旨を協働事業採択・不採択決定通知書（第４号様式）により提案者に通知するもの

とする。 

２ 町長は、前項の決定を受けた提案について、提案者の名称又及び代表者氏名、協働事

業の概要及び決定の内容を公表するものとする。 

（補助金の交付） 

第１０条 町長は、採択された協働事業を対象事業として、提案者に予算の範囲内で補助

金を交付するものとする。 

２ 提案した協働事業が採択された提案者は、寒川町補助金の交付等に関する規則（昭和

５０年寒川町規則第７号。以下「規則」という。）に規定する補助事業者として、規則

の定めるところにより補助金の交付に関する手続を行うものとする。 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第１１条 補助金の対象となる経費は、採択された協働事業の実施に要する経費であって、

別表に定める経費は対象としない。 



２ 補助金の額は、前項に規定する補助金の対象となる経費の合計額とする。ただし、別

表に定める額を上限とする。 

（協働事業の変更等） 

第１２条 提案者は、採択された協働事業の内容及び事業費を変更しようとするとき又は

協働事業を中止若しくは廃止しようとする場合は、事業協力課と協議の上、協働事業変

更（中止・廃止）承認申請書（第５号様式）を町長へ提出し、承認を受けなければなら

ない。ただし、協働事業の事業費の各費目における予算額のおおむね２０パーセント以

内の配分の変更については、軽微な変更とし、この限りでない。 

２ 町長は、前項の申請を承認する場合は、必要な指示を行うものとする。 

（状況報告及び調査） 

第１３条 協働事業を実施している提案者（協働事業ステップアップ（発展）支援に係る

ものに限る。）は、事業の進捗状況等について、中間報告を行うものとする。 

２ 町長は、協働事業の実施期間中において、事業の進捗状況等について、協働事業を実

施する提案者等から聴取し、又は調査を行うことができる。 

（備付帳簿等） 

第１４条 協働事業を実施する提案者は、事業に係る必要な帳簿及び領収書等が確認でき

る書類を整備しなければならない。 

（報告書等の提出） 

第１５条 協働事業を実施した提案者は、協働事業報告書（第６号様式）、協働事業活動

記録表（第７号様式）及び協働事業収支決算書（第８号様式）に、次に掲げる書類を添

えて事業完了後２か月以内に、町長に提出しなければならない。 

(1) 補助対象経費に係る領収書の写し 

(2) 協働事業の実施状況の写真 

(3) その他町長が必要と認めるもの 

（協働事業評価シートの作成） 

第１６条 協働事業を実施した提案者は事業協力課と協議の上、協働事業評価シート（第

９号様式）を作成し、前条の書類と併せて町長に提出しなければならない。 

（事業の結果の公表） 

第１７条 町長は、前条の規定により評価された協働事業について、提案者の名称、事業

の概要及び成果等を公表するものとする。 



（庶務） 

第１８条 この要綱の実施のため必要な庶務は、町民部町民協働課において処理する。 

（補則） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年１月２６日） 

この要綱は、平成２８年１月２６日から施行する。 

附 則（平成３１年３月１２日） 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年３月３日） 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則（令和５年７月１日） 

（施行期日） 

1 この要綱は、令和５年７月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の寒川町みんなの協働事業提案制度実施要綱の規定は、この 

要綱の施行の日以後に行われる協働事業の提案について適用し、同日前に行われた協働 

事業の提案については、なお従前の例による。 

 

別表（第１１条関係） 

補助対象外経費 提案団体の会員に対する賃金、報酬、謝礼、記念品等又は食糧費（事業実

施に必要と認められる飲料代は除く。）、直接事業に必要ない備品購入費

その他町長が事業に直接必要ないと認める経費 

補助金上限額 協働事業スタート（入門）支援は５０，０００円とし、協働事業ステップ

アップ（発展）支援は５００，０００円とする。 



第１号様式（第５条関係） 

 

 



第２号様式（第５条関係） 

 



第３号様式（第５条関係） 

 



第４号様式（第９条関係） 

 



第５号様式（第１２条関係） 

 



第６号様式（第１５条関係） 

 

 

 



第７号様式（第１５条関係）   

 



第８号様式（第１５条関係） 

 



第９号様式（第１６条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


